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令和 7年度事業報告書 

 

Ⅰ 概  要 

当協会は、事業の多様化を図るため、令和 7年 10月に法人名称を「量子放射線利

用振興協会」へ変更した。また、運営効率の向上を目的として、組織体制の見直し

および整備を実施した。 

事業面では、量子放射線・原子力の利用に係る知識・技術の普及を推進するため、

公益目的事業として研修事業を、収益事業として照射事業、技術推進事業および技

術移転事業を展開した。 

日本原子力研究開発機構（以下「JAEA」という。）が運用する J-PARC において

計画外停止が発生し、中性子ビーム実験サービスに一部支障が生じたものの、JRR-3

は安定運転を維持した。 

経営面では、照射料金および役務費の適正化等により照射事業が過去最高の売上

を達成し、技術推進事業・研修事業も堅調に推移した結果、必要な利益を確保した。 

また、令和 3 年度より進めているプロパー職員の計画的採用については、組織強

化と次世代への継承を目的として、引き続き着実に推進した。 

 

 

Ⅱ 事 業 内 容 

１． 公益目的事業 

○  研修事業 

第三種放射線取扱主任者免状取得講習は、昨年度を上回る 141 名が受講した。開

催地・開催時期の固定化と継続的な周知により、受講希望者の認知度が向上したも

のと考えられる。 

その他の研修は、放射線業務従事者教育等を中心にリモート形式で実施した。ISTC

支援テーマに係る課題評価は計画どおり実施した。 

 

２．収益事業 

(1) 照射事業 

   照射料金および役務費の適正化等により、ガンマ線照射事業は過去最高の売上

を達成した。 

また、量子科学技術研究開発機構（以下「QST」という。）のガンマ線照射施設

が改修工事等により長期停止した際には、適切な情報収集と調整により影響を最

小限に抑え、依頼照射を計画どおり実施した。 

 

 

(2）技術推進事業 

JAEA および QST が所有する研究炉利用設備、ならびにガンマ線・電子線・イ



 

 - 2 - 

オンビーム照射施設等について、運転保守業務および利用促進に係る支援を実施

した。また、大学共同利用に関する管理業務も引き続き実施した。 

さらに、JAEAにおける各種分析業務に対して技術支援を行うとともに、同機構

が保有する化学分析装置および放射能分析装置の保守管理を実施した。労働者派

遣については、高度なスキルを有する 4名を JAEA およびQSTへ派遣し、いずれ

もトラブルなく業務を順調に遂行した。 

本事業に従事する担当者の高年齢化に伴う退職や、出向者の帰任等により将来

的な欠員が懸念されていたが、プロパー職員の採用や出向者の確保を積極的に進

めた結果、必要な人材を適切に確保することができた。 

 

(3) 技術移転事業 

  J-PARCにおける装置トラブルによる停止の影響を受け、実施見込みであった 8

件の課題のうち 5件が実施に至らず、当初目標を下回る結果となった。 

一方、広報活動として実施した企業向け説明会、学会等での講演・ポスター発

表、展示会への出展については、計画どおり実施し、技術移転に向けた情報発信

を継続することができた。 

 

３．事業の推進にあたって 

   放射線管理区域内で作業に従事する担当者に対して、施設の安全運転および安

全管理に関する教育を継続して実施した。また、全職員を対象として、顧客信頼

度の向上を目的に、量子科学技術をテーマとした教育を実施した。 
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Ⅲ 役員・理事会等 

１.役 員（令和 8年 3月 31日現在） 

    理 事 長    吉 澤 英 樹 

    専 務 理 事    千 田 充 久 

理 事    植 竹 明 人 

理 事    小 澤   隆 

 理 事    中 島   健 

 理 事    高 橋 浩 之 

 監 事    川 上 和 夫 

 監 事    増 子 千 勝 

 

２. 評議員（令和 8年 3月 31日現在） 

評 議 員   横 溝 英 明 

評 議 員   荻 野 伸 明 

評 議 員   増 井 秀 企 

評 議 員   三 浦 幸 俊 

評 議 員   上 蓑 義 朋 

評 議 員   川 端 裕 司 

評  議  員     木  下      忍 

 

 

３. 理事会 

 （１）第１回理事会 

期 日  令和 7年 6月 9日（月） 

場 所  東京都千代田区大手町 2-2-2 

アーバンネット大手町ビル 21階 

大手町 LEVEL XXI 東京會舘（オリオンルーム） 

出席者  理事 6名 監事 2名 

議 題   (1)令和 6年度事業報告について 

  (2)令和 6年度決算について 

 (3)定款の変更（組織名称等）について 

 (4)組織規程等の改正について 

 (5)評議員の辞任及び選任について 

 (6)役員報酬の変更について 

 (7)評議員会の開催について 

 

（２）第 2回理事会 

期 日  令和 8年 3月 10日（火） 



 

 - 4 - 

場 所  東京都千代田区大手町 2-2-2 

 アーバンネット大手町ビル 21階 

        大手町 LEVEL XXI 東京會舘 (オリオンルーム） 

出席者  理事 6名 監事 2名 

議 題   (1)令和 8年度事業計画書（案）について 

 (2)令和 8年度収支予算書（案）について 

(3)理事及び監事の改選について 

 (4)評議員会の開催について 

 

 ４. 評議員会 

（１）第 1回評議員会（定時評議員会） 

期 日  令和 7年 6月 26日（木） 

場 所  東京都千代田区大手町 2-2-2 

        アーバンネット大手町ビル 21階 

        大手町 LEVEL XXI 東京會舘 (オリオンルーム） 

出席者  評議員 5名 

議 題 (1)令和 6年度事業報告について 

 (2)令和 6年度決算について 

 (3)定款の変更（組織名称等）について  

 (4)組織規程等の改正について 

 (5)評議員の辞任及び選任について 

 (6)役員報酬の変更について 

 

（２）第 2回評議員会 

期 日  令和 8年 3月 25日（水） 

場 所  東京都千代田区大手町 2-2-2 

アーバンネット大手町ビル 21階 

大手町 LEVEL XXI 東京會舘 (オリオンルーム） 

出席者  評議員 7名 

議 題  (1)令和 8年度事業計画書及び収支予算書について 

 (2)理事及び監事の改選について 

           

５. 監 査 

   令和 7年度事業報告書（案）及び決算書（案）について、令和 8年 5月 28日（木）

に監事の監査を受け、承認を得た。 
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６. 職員等（令和 8年 3月 31日現在。非常勤嘱託等も含む） 

・経営企画室 

室長      1 

・事務局 

事務局長    1 

事務局員    6 

・事業統括本部 

本部長                   1 

次長               1 

中性子利用推進グループ   3 

技術推進グループ        42 

原子力研修グル－プ      7 

照射事業グループ 7 

 

   計       69名 


